
 
 

平成２７年度における行財政改革の取組実績について 
 

岡山県行財政経営指針に基づき、これまでの行財政改革の取組の成果を維持するとと

もに、将来を見据え、限られた資源を最大限に有効活用し、より効率的、効果的な行財政

経営を行う観点から、次のとおり各種の取組を行った。 

 

１ 歳出適正化 

（１）給与制度の見直し 
   ・世代間の給与配分の適正化等の観点から、給料表の構造や諸手当の在り方を含め

た給与制度の総合的な見直しを実施（平成２７年４月１日～） 
    ＜主な内容＞ 

５０歳台後半層で最大４％程度、全体で平均１．７％引下げ（激変緩和措置と
して平成３１年度まで現給保障） 

（２）(公社)おかやまの森整備公社への短期貸付の見直し 

・おかやまの森整備公社に対して行っている県からの短期貸付の早期解消を図るた

め、一部を長期貸付に変更 

  見直しの効果：短期貸付金の圧縮・償還期間の大幅短縮 
 

２ 歳入確保 

（１）県税収入率の向上・滞納額の縮減 

＜個人県民税の徴収対策＞ 

・滞納整理推進機構の活用 

引継団体：２４市町村 

徴 収 額：２８２百万円 

・特別徴収の推進 

平成２８年度からの特別徴収の全県一斉実施に向けて準備と広報等を実施 

＜県税収入率・滞納額＞ 

・県税収入率の向上 

  平成２７年度 ９８．１％ 

  平成２６年度 ９７．７％ 

・県税滞納額の縮減 

  平成２６年度収入未済額：４，６１４百万円  

→ 平成２７年度収入未済額：４，１２２百万円 

（２）税外滞納債権の整理・回収の推進 

   ＜税外滞納債権の状況＞ 

平成２８年度末目標額 １，６４５百万円 

平成２５年度末実績 平成２６年度末実績 平成２７年度末実績 

２，０１３百万円 １，８４４百万円 １，６０９百万円 

（３）ふるさと納税の推進 

   ＜ふるさと岡山応援寄附金＞ 

年 度 件 数 金 額 

平成２７年度 １，６１０件 ３３百万円 

 



（４）県有資産の売却 

・収入額８５７百万円 
     主なもの  元津島県公舎用地 ８１０百万円 

（５）県有資産の有効活用 
   ・ネーミングライツ 
     総合グラウンド体育館に導入（平成２７年１０月１日～５年間） 
      命名権者（愛称）：(株)ジップ（ジップアリーナ岡山） 
      命名権料：年間５５５万円（税抜き） 
 

３ 将来の財政負担への備え 

  ・公共施設長寿命化等推進基金 
 積立額：９，０１０百万円（平成２７年度末） 

  ・職員退職手当基金の創設 
    積立額：４，０００百万円（平成２７年度末） 
 

４ ファシリティマネジメント（県有施設の有効活用に向けた取組） 

  ・大規模施設（延床面積1,000㎡以上）を対象に建物の劣化状況調査を実施中 
 

５ アセットマネジメント（公共土木・農林水産施設の効率的な管理） 

  ・１５ｍ未満の道路橋梁の長寿命化計画の策定（平成２７年７月） 

  ・トンネルの長寿命化計画、農業用防災ダム保全計画の策定（平成２８年３月） 

・ダム、港湾施設の長寿命化計画を策定中 
 

６ 組織風土の改革 

・ひとり１改善運動の実施 

４１８件（改善：１６８件、提案：２５０件） 
 

７ 主な組織改正 
・中山間・地域振興課に移住促進班を新設し、中山間振興班を活力創出班に改称 
・市町村課に創生支援班を新設 
・農村振興課内に鳥獣害対策室を新設 
・経営支援課の経営革新班を経営・人材支援班に改称 
 

８ その他 

（１）地方分権 

＜地方分権改革＞ 

・自家用有償旅客運送に係る事務・権限（登録・監査等）の移譲（H28.4.1～） 

＜市町村への事務・権限移譲＞ 

・障害児福祉手当、特別障害者手当、経過的福祉手当に係る請求、届出の受理等 

 福祉事務所未設置の９町へ移譲（H28.1.1～） 

※移譲事務数：延べ１３０事務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（２）広域連携 

〔中国５県〕 

・「中国地方５県における家畜防疫対策の広域連携に関する協定」の締結 

〔中四国９県〕 

・中国四国カワウ広域管理指針の策定 

〔その他〕 

・鳥取県・岡山県連携移住体験ツアーの開催（鳥取県と共同） 

・瀬戸内ブランド推進連合による観光誘客、組織の一般社団法人化（瀬戸内海沿岸

７県） 

 

 

【中長期目標の状況】 
 
①財政調整基金（通常分）の積立目標／標準財政規模の５％相当額(約２２０億円) 
 ○積立額 

平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末 

6,029百万円 8,850百万円 12,694百万円 14,717百万円 
             ＜参考＞平成２８年度当初予算積立・取崩額 △3,698百万円 
 
②県債残高及び財政健全化判断比率 
－実質公債費比率・将来負担比率の目標／全国平均以上 
○実質公債費比率 

区 分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

岡山県 １４．０％ １３．４％ １２．８％ 

全国平均 １３．７％ １３．５％ １３．１％ 

  ○将来負担比率 

区 分 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

岡山県 ２２２．１％ ２１２．４％ ２０３．０％ 

全国平均 ２１０．５％ ２００．７％ １８７．０％ 
 
－実質プライマリーバランスの黒字の維持 
  平成２８年度当初予算においても黒字を維持 

 
③臨時的な歳入対策に依存しない財政運営 

    平成２６年度当初予算以降実現 
 
④退職手当債の発行抑制 
 ○発行予定額 

区 分 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

当初予算 ８，８４１百万円 ７，０００百万円 ６，０００百万円 
 
⑤県税収入率の目標／全国順位一桁台 

 区 分 平成２４年度(決算) 平成２５年度(決算) 平成２６年度(決算) 

収 入 率 ９６．９％ ９７．２％ ９７．７％ 

全 国 順 位 １７位 ２２位 ２３位 


